
令和４年３月

動画５＜インボイス制度＞

経済産業省関連予算案等の概要について

（2022年度補助金・税制等説明会）

浜松商工会議所主催
オンライン施策説明会資料
（3月3日～3月9日公開）
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事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業環境変化対応型支援事業
令和３年度補正予算額 130.4億円

（１）中小企業庁 経営支援課
（２）中小企業庁 小規模企業振興課、
経営支援課、財務課、商業課
（３）中小企業庁 経営支援課

事業イメージ

事業目的・概要
⚫ 中小企業を取り巻く環境が大きく変化する中で、経営の方向性を見極めることが
徐々に難しくなっています。こうした不確実性の高い時代において、生産性向上、
事業継続、販路拡大等を実現していくためには、経営者が変化に柔軟に対応で
きる「自己変革力」を高めることが必要です。

⚫ そのため、経営者に深い納得感と当事者意識を持っていただけるよう、支援者が
第三者として向き合い、「対話と傾聴」を通じた経営の伴走支援を行うことが重
要です。

⚫ 足元の課題である、最低賃金への対応や税制改正等の事業環境変化に中小
企業、小規模事業者が円滑に対応できるよう、各種の相談窓口の体制を強化
し、併せて、上記の課題設定型の伴走支援を全国で実践していきます。

成果目標
⚫ 研修プログラムを受講した支援者が課題設定型の伴走支援を行い、その支援を
行った企業の50％以上の事業者が課題設定でき、具体的な解決策を選択でき
ることを目指します。

⚫ 中小企業団体窓口における相談対応を着実に行うとともに、２万者以上の事業
者に適切な支援を実施し、事業者の課題解決や適切な支援機関への紹介を実
現します。

⚫ デジタル化診断を10万者に実施し、診断ツールによりデジタル化の重要性の気づ
きを作り、相談・対応事務局やよろず支援拠点等を通じて支援を受ける事業者
が1万者以上になることを目指します。

（１）研修プログラムの開発と伴走支援の実施

• 中小企業大学校において、課題設定型の伴走支援に必
要な知識やノウハウをオンラインの研修プログラムとして開
発します。

• 併せて、当該プログラムを支援者に受講していただき、中
小、小規模事業者へ課題設定型の伴走支援を行います。

（２）各種相談窓口の体制強化

• 中小企業団体が、事業環境変化による影響を受ける中
小・小規模事業者からの経営相談や各種申請等のサ
ポート対応等を行うため、相談員等の配置による支援体
制の強化を図ります。また、インボイス制度等の周知・広
報や相談対応等にかかる経費を支援します。

• 併せて、よろず支援拠点の体制を強化し、各種相談への
対応を強化します。

（３）デジタル化支援のための基盤整備

• 中小・小規模事業者が、自身のデジタル化の課題を明
確化できるよう「デジタル化診断ツール」を開発します。

• また、「デジタル化診断」相談・対応事務局（仮称）を
整備し、Web上での診断ツールの提供や、診断結果に
基づく適切な支援（コールセンターにおける対応や専門
家派遣の調整等）を行います。

中小企業・
小規模事業者

支援

国 民間団体等

補助（定額）

国 民間企業等
委託

①研修プログラムの開発 ③課題設定型の伴走支援を実施

②プログラムの受講

国
運営交付金

（独）中小企業基盤整備機構
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関東経済産業局 経営支援課
電話 048－600－0331



中小企業生産性革命推進事業
令和3年度補正予算額 2,001億円

事業の内容 事業イメージ

中小企業庁 技術・経営革新課 03-3501-1816
中小企業庁 小規模企業振興課 03-3501-2036
商務・サービスG サービス政策課 03-3580-3922

【各補助事業の内容】
（１）ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）
中小企業等のグリーン、デジタルに資する革新的製品・サービスの開発又は生産プロセ
ス等の改善に必要な設備投資等を支援するとともに、赤字など業況が厳しい中で生産
性向上や賃上げ等に取り組む事業者を支援します。

（２）小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
小規模事業者が経営計画を作成して取り組む販路開拓等に加え、賃上げや事業規模
の拡大（成長・分配強化枠）や創業や後継ぎ候補者の新たな取組（新陳代謝枠）、
インボイス発行事業者への転換（インボイス枠）といった環境変化に関する取組を支援しま
す。

（３）サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
ITツール※補助額：～50万円（補助率：3/4）、50～350万円（補助率：2/３）
※会計ソフト、受発注システム、決済ソフト等

PC、タブレット等補助上限：10万円（補助率：1/2）、
レジ補助上限額：20万円（補助率：1/2）
インボイス制度への対応も見据え、クラウド利用料を２年分まとめて補助するなど、企業
間取引のデジタル化を強力に推進します。

（４）事業承継・引継ぎ支援事業（事業承継・引継ぎ補助金）
補助上限：150万円～600万円、補助率：1/2～2/3
事業承継・引継ぎ後の設備投資等の新たな取組や、事業引継ぎ時の専門家活用費
用等を支援します。また、事業承継・引継ぎに関連する廃業費用等についても支援します。

(1) 中小企業庁 技術・経営革新課
(2) 中小企業庁 小規模企業振興課
(3) 中小企業庁 経営支援課
(4) 中小企業庁 財務課

申請類型 補助上限額 補助率

通常枠

750万円、1,000万円、1,250万円 (※従業員規
模により異なる）

原則1/2 (※小規模事業
者・再生事業者は2/3)

回復型賃上げ・
雇用拡大枠

2/3
デジタル枠

グリーン枠 1,000万円、1,500万円、2,000万円 (※同上)

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
(独)中小企業
基盤整備機

構

運営費
交付金

成果目標
⚫ ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業により、事業終了後４年以
内に、以下の達成を目指します。

・補助事業者全体の付加価値額が年率平均３％以上向上

・補助事業者全体の給与支給総額が年率平均1.5%以上向上

・付加価値額年率平均３％以上向上及び給与支給総額年率平均1.5％以
上向上の目標を達成している事業者割合65%以上

⚫ 小規模事業者持続的発展支援事業により、事業終了後1年で、販路開拓
につながった事業者の割合を80％とすることを目指します。

⚫ サービス等生産性向上IT導入支援事業により、事業終了後４年以内に、補
助事業者全体の労働生産性の年率平均3％以上向上を目指します。

⚫ 事業承継・引継ぎ支援事業により、令和４年度末までに約1,500者の中小
企業者等の円滑な事業承継・事業引継ぎを支援します。

中小
企業等

民間
団体等

定額
補助

補助
(2/3等)

事業目的・概要
⚫ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けつつも、生産性向上に取り組む中小
企業・小規模事業者を支援し、将来の成長を下支えします。

⚫ そのため、中小企業・小規模事業者の設備投資、IT導入、販路開拓を支援
する中小企業生産性革命推進事業について、現行の通常枠の一部見直し
を行うとともに、新たな特別枠を創設し、成長投資の加速化と事業環境変化
への対応を支援します。

⚫ 加えて、事業承継・引継ぎ補助金を新たに追加し、中小企業の生産性向上
や円滑な事業承継・引継ぎを一層強力に推進します。

申請類型 補助上限額 補助率

通常枠 50万円

2/3（※成長・分配強化枠
の 一部の類型におい
て、赤字事業者は3/4）

成長・分配強化枠 200万円

新陳代謝枠 200万円

インボイス枠 100万円
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関東経済産業局
（もの補助）産業技術革新課 電話 048-600-0236
（持続化）経営支援課 電話048-600-0331
（IT）デジタル経済課 電話048-600-0284
（事業承継）中小企業金融課 電話048-600-0425



取引適正化等推進事業
令和３年度補正予算額 8.0億円

(1), (2)中小企業庁 取引課
(3)中小企業庁 経営支援課

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

事業目的・概要

⚫ 長期化するコロナ禍や、最低賃金の引上げを含む労務費の上昇、原油

価格をはじめとしたエネルギー価格の高騰などによるコストの上昇により、中

小企業は厳しい状況を迎えています。

⚫ このような状況下において、創出した付加価値の恩恵が着実に中小企業

にもたらされるよう親事業者との取引環境の改善や、中小企業自らの生

産性向上を行うことは喫緊の課題です。

⚫ 本事業では、(1)セミナー等を通じた中小企業の価格交渉力強化、(2)イ

ンボイス制度導入にかかる取引実態把握のための調査、(3)適正な受発

注のデジタル化を促した上でのサプライチェーン全体での連携強化、等を通

じて、発注側企業と受注側企業との間での取引の適正化や取引環境の

改善に向けて取り組んでいきます。

成果目標

⚫ 受注側企業向け調査において「不合理な原価低減要請を受けていない」

と回答する割合が70%以上となることを目指します。

⚫ 受注側企業向け調査において「発注側事業者と協議を申し入れ、協議に

応じてもらった」と回答する割合が70%以上となることを目指します。

⚫ 業界共通EDI策定業界において電子受発注システムの導入率が50%以

上となることを目指します。

• 価格交渉サポートセミナー等を通じた中小企業の価格交渉力強化

• 価格転嫁に関する状況調査

• 業界団体を通じた周知や徹底した広報による価格交渉の促進

(1)価格交渉サポート事業

国
委託

民間企業等

• インボイス制度導入にかかる取引実態把握のための調査

• 消費税転嫁状況の把握のためのモニタリング調査

(2)インボイス制度導入にかかる取引実態等調査

• 中小企業において活用しやすい業界共通EDIの策定及び当該EDIを策
定するためのガイドラインの策定

• 中小企業の国内外の電子受発注実態調査

• 関係省庁や業界横断の会議体による実証成果を踏まえた適正な電子
受発注の普及方策の検討

(3)電子受発注システム普及促進に向けた実証事業

価格交渉促進月間ポスター
（令和3年9月実施）

価格交渉促進月間キックオフイベントの様子
（令和3年9月開催）
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関東経済産業局 適正取引推進課
電話 048－600－0325



中小企業取引対策事業
令和４年度予算案額 23.0億円（36.7億円）※うち、1.7億円はデジタル庁計上

中小企業庁 取引課

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

事業目的・概要
⚫ 長期化するコロナ禍や、原材料価格の高騰などのコスト上昇により、中小企業は厳し

い状況を迎えています。

⚫ このような状況下において、創出した付加価値の恩恵が着実に中小企業にもたらさ
れるためには、サプライチェーン全体における取引環境の改善は重要です。また、賃金
引上げに向けた環境整備のためにも重要です。

⚫ 本事業では、「未来志向型の取引慣行に向けて」の５つの重点課題（価格決定方
法の適正化、コスト負担の適正化、支払条件の改善、知財・ノウハウの保護、働き
方改革に伴うしわ寄せ防止）への対応のため、下請代金法に基づく書面調査や法
執行に必要なシステムの構築・運用、相談窓口の整備、取引条件改善に向けた調
査、取引適正化に関する広報等を実施します。

⚫ 現在全国に120名配置している取引調査員（下請Gメン）の体制を令和４年度
からは倍増（248名体制）することで、下請取引における実態把握等を強化します。

⚫ また、消費税転嫁対策調査官（転嫁Gメン）による消費税転嫁拒否等の違反行
為に対する厳正な監査・検査を行います。

⚫ 加えて、国、独立行政法人、地方公共団体等の入札情報をワンストップで閲覧可
能な「官公需ポータルサイト」の運営等を通じて、官公需についての中小企業者の受
注の機会の増大を図ります。

⚫ さらに、大企業と中小企業の共存共栄を促す「パートナーシップ構築宣言」について、
宣言企業の拡大や実効性の向上にも取り組みます。

成果目標
⚫ 受注側企業向け調査において「不合理な原価低減要請を受けていない」と回答する

割合を70%以上となることを目指します。

⚫ 受注側企業向け調査において「発注側事業者と協議を申し入れ、協議に応じても
らった」と回答する割合を70%以上となることを目指します。

• 取引上の悩みについて無料で相談員・弁護士が相談に応じる「下請かけこみ寺」の運営

• 下請法等に基づく書面調査の実施や法執行に必要なシステムの構築・運用

• 取引条件の改善状況、業界の商慣行等に関する調査の実施

• 下請Gメンや下請かけこみ寺など、取引適正化施策に関する広報の実施

• 国、独法、地方公共団体等の入札情報をワンストップで閲覧可能な「官公需ポータ
ルサイト」の運営

国
委託

民間企業等

（中小企業取引適正化対策事業）

• 下請Gメンによる中小企業へのヒアリングを通じ、問題のある商慣習や業界・個社の
優良事例や問題事例、価格交渉の実態等について生声を収集し、下記の働きかけ
等に活用します。

①業所管省庁による業種別の下請ガイドラインや、業界団体による自主行動計画
の策定・改訂に向けた働きかけ

②価格交渉等の取引実態を踏まえた施策の立案や業界団体等への改善に向け
た働きかけ

③下請代金法に基づく取締りの端緒情報等に活用 等

• 消費税転嫁拒否等の違反行為の是正のため、転嫁Gメンによる情報収集・取締り

（事務費）

国
雇用等

下請Gメン・転嫁Gメン

事務費

発注者
（業界団体/
大企業 等）

受注者
（下請中小企業 等）

中小企業庁

協議、条件見直し

業所管省庁

下請Gメンヒアリング等働きかけ
（自主行動計画、業種別の下請
ガイドラインの策定・改定

等）

下請Gメンヒアリング等のイメージ

事業費
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関東経済産業局 適正取引推進課
電話 048－600－0325
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インボイス制度：各種支援策のお問合せ先 ※事務局は別団体の場合がありますので、その点ご了承ください。

事業名 担当課室 電話番号

インボイス制度 中小企業課 048‐600‐0321



令和４年３月

動画６＜中小企業税制＞

経済産業省関連予算案等の概要について

（2022年度補助金・税制等説明会）

浜松商工会議所主催
オンライン施策説明会資料

（3月3日～3月9日公開）



1

■中小企業・小規模事業者関係税制（案）

1.中小企業の経営資源の集約化に資する税制

2.中小企業設備投資税制

3.地域未来投資促進税制

4.賃上げ促進税制（見直し・延長）

5.事業承継税制に係る法人版特例承継計画の申請期限延長



⚫ 経営資源の集約化(M&A)によって生産性向上等を目指す、経営力向上計画の認定を受けた
中小企業（後掲）が、計画に基づいてM&Aを実施した場合に、以下３つの措置が活用できます。

①設備投資減税（中小企業経営強化税制）

②雇用確保を促す税制（所得拡大促進税制）

③準備金の積立（中小企業事業再編投資損失準備金）

2

経営力向上計画に基づき、一定の設備を取得等し
た場合、投資額の10％を税額控除※ 又は 全額
即時償却。

※資本金3000万円超の中小企業者等の税額控除率は7％

①設備投資減税

経営力向上計画の認定を受け、経営力向上報告
書を提出した上で、給与等支給総額を対前年比で
2.5％以上引き上げた場合、 給与等総額の増加
額の25％を税額控除。

②雇用確保を促す税制

③準備金の積立

事業承継等事前調査に関する事項を記載した経営力向上計画の認定を受けた上で、計画に沿ってM&Aを実
施した際に、M&A実施後に発生し得るリスク（簿外債務等）に備えるため、投資額の70%以下の金額を、準
備金として積み立て可能（積み立てた金額は損金算入）。

【益金算入】

【損金算入】
据置期間※

（５年間）

積
立

均等取崩 20×5年間
据置期間後に取り崩し

（益金算入）

100
※簿外債務が発覚し、減損等が生じた場合等には、準備
金を取り崩して益金に算入。

中小企業の経営資源の集約化に資する税制（M＆A税制）



対象となる中小企業の定義

⚫ 本税制の活用に際しては、中小企業等経営強化法に基づく「経営力向上計画」の認定が必要となっており、
当該計画については、「①特定事業者等」に該当する事業者のみ提出が可能となります。

⚫ その上で、税制の適用を受けるためには、それぞれの税制ごとに、租税特別措置法上の「②中小企業者等」に
該当する必要があります。

3

・常時使用する従業員数が2,000人以下
の法人または個人

・協同組合等※

・資本金又は出資金の額が１億円以下の法人
・資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業
員数が1,000人以下の法人または個人

・協同組合等※

ただし、大企業の子会社等に該当する場合は対象外となる等、対象は税
制ごとに異なります。詳しくは、「中小企業税制パンフレット」をご確認くださ
い。

①「特定事業者等」
（中小企業等経営強化法）

②「中小企業者等」
（租税特別措置法）

①②両方の要件を満たす必要あり

※協同組合等に含まれる組合は、制度によって異なります。詳しく
は、「中小企業税制パンフレット」をご確認ください。
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設備投資減税（中小企業経営強化税制）

⚫ 青色申告書を提出する中小企業者等が、令和5年3月31日までの期間に、認定を受けた経営力向上計画
に基づき一定の設備を新規取得等して指定事業の用に供した場合、即時償却又は取得価額の10％（資
本金3000万円超1億円以下の法人は7％）の税額控除を選択適用することができます。

⚫ 対象となる設備に、「経営資源集約化に資する設備（D類型）」として、M&A後の設備投資によって、修正
ROAまたは有形固定資産回転率が一定割合以上となる投資計画に係る設備が追加されました。 M&A後
にM&Aの効果を高める設備投資を行う際に、要件に該当する場合は当該類型を活用できます。

類型 要件 確認者 対象設備（※1～3） その他要件

A類型
生産性が旧モデル比平均
1％以上向上する設備

工業会等 機械装置（160万円以上）

工具（30万円以上）
（A類型の場合、測定工具又は検査工具に限る）

器具備品（30万円以上）

建物附属設備（60万円以上）

ソフトウェア （70万円以上）
（A類型の場合、設備の稼働状況等に係る情報収集機能及び分析・指示機
能を有するものに限る）

・生産等設備を構成するもの
※事務用器具備品・本店・寄

宿舎等に係る建物付属設
備、福利厚生施設に係るも
のは該当しません。(※4)

・国内への投資であること
・中古資産・貸付資産
でないこと等

B類型
投資収益率が年平均5％以上
の投資計画に係る設備

経済
産業局

C類型
可視化、遠隔操作、自動制御
化のいずれかに該当する設備

D類型
修正ROAまたは有形固定資産
回転率が一定割合以上の投資
計画に係る設備

概要

※１ 発電用の機械装置、建物附属設備については、発電量のうち、販売を行うことが見込まれる電気の量が占める割合が２分の１を超える発電設備等を除きます。また、発電設備等につ
いて税制措置を適用する場合は、経営力向上計画の認定申請時に報告書を提出する必要があります。詳しくは「経営力向上計画策定の手引き」P１９を確認してください。

※２ 医療用の器具備品・建物附属設備については、医療保健業を行う事業者が取得又は製作をするものを除きます。
※３ ソフトウェアについては、複写して販売するための原本、開発研究用のもの、サーバー用ＯＳのうち一定のものなどは除きます。詳しくは「令和３年度版中小企業税制 Ｐ２２」の対象と
なるソフトウェアを確認してください。
※４ 働き方改革に資する減価償却資産であって、生産等設備を構成するものについては、本税制措置の対象となる場合があります。

詳しくはこちらの質疑応答事例（国税庁）をご確認ください。https://www.nta.go.jp/law/shitsugi/hojin/04/16.htm

R３より
新設
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③準備金の積立（中小企業事業再編投資損失準備金） 【制度の概要】

⚫ 中小企業者のうち、令和６年３月31 日までに事業承継等事前調査（実施する予定のDD※
の内容）に関する事項が記載された経営力向上計画の認定を受けたものが、株式取得によっ
てM&Aを実施する場合に（取得価額10億円以下に限る）株式等の取得価額として計上する
金額（取得価額、手数料等）の一定割合の金額を準備金として積み立てた時は、その事業年
度において損金算入できる制度です。

※DD（デュー・デリジェンス）：M&Aを実施するにあたって、買手企業が売手企業に対して、財務や法務の状況

について詳細に調査すること。

◆M&A実施時 ： 買手企業は、株式等の取得対価の70％以下の金額を準備金として積み立て
⇒ 積立額を損金算入

◆取崩要件該当時： 減損や株式売却等を行った場合は、準備金を取り崩す ⇒ 取崩額を益金算入
◆５年経過後 ： 措置期間後の５年間にかけて均等額で準備金を取り崩す ⇒ 取崩額を益金算入

【益金算入】

【損金算入】
据置期間※

（５年間）

積
立

均等取崩 20×5年間
据置期間後に取り崩し

100
※簿外債務が発覚した等により、減損処理を行った場合や、取
得した株式を売却した場合等には、準備金を取り崩し。

M&A税制についての詳細は以下をご参照ください。

※中小企業庁 経営サポート 「経営強化法による支援」 http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html
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【参考】 ３つの税制措置を併用する場合の申請一覧

税
務
申
告

事
業
年
度
末

標準処理期間
30日

認
定

経
営
力
向
上
計
画

経
営
力
向
上
の
報
告

申
請
（
受
理
）

経
営
力
向
上
計
画

申
請

経
産
局
確
認
書

発
行

経
産
局
確
認
書

①
設
備
投
資

②
雇
用
確
保

③
準
備
金

①～③共通

・経営力向上計画の「8.経営力向上
設備等の種類」に、導入する設備の
内容を記載

・申請時に証明書又は確認書を添付

Ｍ
＆
Ａ

基
本
合
意

Ｍ
＆
Ａ

最
終
合
意

Ｍ
＆
Ａ
の
報
告

・Ｄ類型の場合、経済産業局
の確認を受け、確認書の交付
を受ける

①設備投資
※D類型の場合

設
備
取
得
・
事
業
供
用

・税務申告時には、経営力向
上計画の申請書の写し、認
定書の写し及び経営力向上
が行われたことに関する報告
書の写しを提出

※共通して事業年度内に認定が必要

・M&Aの実施後、様式５を用
いて、事業承継等・事業承
継等事前調査の内容につい
て報告し、税務申告までに、
主務大臣から確認書を受領

・経営力向上計画の「6.経営力向上の内容」に、
M&Aによりどのように経営力を高めるか記載する

・経営力向上計画の「10.事業承継等事前調査
に関する事項」に実施するDDの内容を記載し、
「事業承継等事前調査チェックシート」を添付

※経営力向上計画への記載は不要

※D類型の場合、③準備金と同様に
「10.事業承継等事前調査に関する
事項」も記載

③準備金
②雇用確保

（上乗せ措置）

※経営強化税制A~C類型を活用
することも可能。

・税務申告時には、経営力向
上計画の申請書の写し、認
定書の写し及び確認書の写
しを添付

・税務申告時には、経営力
向上計画申請書の写し及び
計画認定書の写しを添付。



地域未来投資促進税制の概要

⚫ 地域経済牽引事業計画に従って建物・機械等の設備投資を行う場合に、法人税等の特別償却（最大
50％）又は税額控除（最大５％）を受けることができる。措置を受けるためには、都道府県による地域経
済牽引事業計画の承認に加えて、国（主務大臣）による課税特例の確認が必要となる。

都道府県・市町村が作成する基本計画への適合

＜地域経済牽引事業の要件＞
①地域特性の活用
②高い付加価値の創出
③地域の事業者に対する経済的効果

STEP２：国（主務大臣）による
課税特例の確認

＜上乗せ要件＞（平成31年度以降の承認事業のみ）
⑤直近事業年度の付加価値額増加率が8%以上
⑥労働生産性の伸び率４％以上かつ投資収益率５％以上
※ サプライチェーン類型の事業は上乗せ要件の対象外。

＜ スキーム・要件① ＞
STEP１：都道府県知事による
地域経済牽引事業計画の承認

＜課税特例の要件＞
①先進性を有すること（特定非常災害で被災した区域を除く。）

具体的には、以下の通常類型又はサプライチェーン類型に該当すること
【通常類型】
・労働生産性の伸び率４％以上又は投資収益率５％以上

【サプライチェーン類型】
・海外への生産拠点の集中の程度が50％以上の製品を製造
・事業を実施する都道府県内の取引額の増加率が５％以上 等

②設備投資額が2,000万円以上
③設備投資額が前年度減価償却費の 10％以上
④対象事業の売上高伸び率がゼロを上回り、かつ、過去５年度

の対象事業に係る市場規模の伸び率より５％以上高いこと

対象設備 特別償却 税額控除

機械装置・器具備品 40% 4%

上乗せ要件を満たす場合 50% 5%

建物・附属設備・構築物 20％ 2%

※ 対象資産の取得価額の合計額のうち、本税制の支援対象となる金額は80億円が限度。
※ 特別償却は、限度額まで償却費を計上しなかった場合、その償却不足額を翌事業年度に繰り越す

ことができる。
※ 税額控除は、その事業年度の法人税額又は所得税額の20％までが上限となる。

課税の特例の内容・対象

【適用期限：令和４年度末まで】
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賃上げ促進税制（所得税・法人税・法人住民税（大企業は事業税）） 見直し・延長

8



事業承継税制における所要の措置（相続税・贈与税）

9



中小企業税制：各種支援策のお問合せ先 ※事務局は別団体の場合がありますので、その点ご了承ください。

事業名 担当課室 電話番号

中小企業の経営資源の集約化に資する税制 中小企業課 048-600-0321

中小企業設備投資税制 中小企業課 048-600-0321

地域未来投資促進税制 地域未来投資促進室 048-600-0249

賃上げ促進税制 社会・人材政策課 048-600-0274

事業承継税制 中小企業金融課 048-600-0425

10



令和４年３月

動画７＜災害への対応力強化に向けた支援＞

経済産業省関連予算案等の概要について

（2022年度補助金・税制等説明会）

浜松商工会議所主催
オンライン施策説明会資料
（3月3日～3月9日公開）
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むハード 果が不明 請がない を考えればにつながら と考えて

ルが高い 良 い ない いる

売上･収 相談相手 災害には その他

資料︓三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018 
年12月)
(注)1.複数回答のため、合計は必ずしも100%にはならない。 2.自然災害への備えについて

、具体的に取り組んでいないと回答した者を集計している。

(％)
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(n=2,376)

課題 事前対策の促進 －計画の策定が進まない－

⚫ 中小企業においてBCP策定率は2割弱にとどまるが、自然災害等への事前対策は喫緊の課題で
あることから、全ての中小企業が講じるべき。

⚫ 策定が進まない原因としては、中小企業のノウハウ不足や、経営課題における優先順位の低さが
考えられる。

【自然災害への備えに事前に取り組んでいない理由】
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設備老朽化対策

市場ニーズへの対応

人件費高騰

熟練者高齢化

コンプライアンス

地震対策

新製品・サービス開発

事業承継問題

技術開発

資金繰り

情報化

原材料高騰

その他

【経営課題の優先順位】

10 20 30 40

(出所)
中小企業強靱化研究会 第3回
中部経済連合会提出資料
中企業(20人～299人 N=565)



71.1

28.9

資料︓三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)、(株)ゼンリン「平成30年度 事業所データと
ハザードマップの国土数値情報の結合作業」(2019年1月)

(注) (1)は、 自然災害への備えに具体的に取り組んではいない者で、その理由として「何から始めれば良いか分からない」と回答した者を集計している。

(%)
(n=751)

(1)ハザードマップの確認有無

自社の地域のハザードマップ
を見たことがある

66.5

7.3

6.7

11.2

8.1
0ｍ

0ｍ超、0.5ｍ未満

0.5～1.0ｍ未満

1.0～2.0ｍ未満

2.0～5.0ｍ未満

5.0ｍ以上

(n=534)

自社の地域の浸水リスク区分
0.2

(％)

課題 事前対策の促進 －リスク認識の不足－

⚫ 中小企業のリスク認識の不足も大きな課題。ハザードマップを見たことがある中小企業が５割程
度に留まり、自社が被災する可能性があるリスクを把握していない。

⚫ 加えて、何から始めればいいかわからないと回答した企業において、ハザードマップを見ていない
企業が約7割を占める。

【「何から始めれば良いか分からない」と回答した者における、ハザードマップの確認状況】

(2)ハザードマップを未確認の者における、

自社の地域のハザードマップ
を見たことがない



事前対策は必要である

こうした声に応えた

防災減災の制度が必要

事業継続力強化計画の認定制度誕生

・災害の増加、多様化
・被災後は被災前の状態に簡単に戻れない、事前の対策で速やかに復旧できる
備えをしておくことが重要
・対策を取っていることは取引先からの評価にも繋がる

何から始めたら
いいか

分からない・・・

取り組むハードルが
高い・・・



BCPと事業継続力強化計画の構成要素

⑨継続的改善プロセスの明確化と訓練計画策定

⑧業務復旧・再開対応体制と再開プロセスの明確化

⑦事業継続戦略（資源のあぶり出し・代替等）

⑥重要業務と目標復旧時間の決定

⑤実効性を高めるための取り組み（計画の見直しや訓練）

④事業継続に向けた事前準備（人・モノ・金・情報）

③初動対応の策定

②災害・驚異の認識と想定される被害の把握

①事業継続力強化の必要性の認識 事業継続力
強化計画

BCP



BCP

事業継続力強化計画の策定は事業持続力の獲得に向けた第1歩！

BCP

事業継続力強化計画

BCP
復旧するまでの長期間の計画を策
定する
➡ハードルが高くて策定に至らない

事業継続力強化計画
リスク認識と初動対応に特化
➡必要最低限の内容に絞られており
取り組みやすい



令和元年7月16日 中小企業強靭化法施行
⚫ 何からはじめたらいいか分からない、取り組むハードルが高いという企業に対して、簡易で取り組みやすい

ものを目指した事業継続力強化計画の認定制度を創設。

⚫ 中小企業が行う防災・減災の事前対策に関する計画を経済産業大臣が認定。

⚫ 認定を受けた中小企業は、税制優遇や補助金の加点などの支援策を活用可能。

①計画策定
②申請

経済産業大臣
（地方経済産業局長）

②認定

中小企業・小規模事業者

連携して計画を実施する場合︓
大企業や経済団体等の連携者

令和元年度

＜認定件数(令和4年１月末日現在)＞ ＜月別申請数＞

令和2年度

機運向上
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認定を受けた企業に対する支援策

●低利融資、信用保証枠の拡大等の金融支援
●防災・減災設備に対する税制措置
●補助金（ものづくり補助金等）の優先採択
●連携をいただける企業や地方自治体等からの支援措置
●中小企業庁ＨＰでの認定を受けた企業の公表
●認定企業にご活用いただけるロゴマーク
（会社案内や名刺で認定のＰＲが可能）

管内合計 14,428件

静岡県 2,108件

浜松市 381件



●中小企業防災減災投資促進税制 ●その他 補助金加点措置・ロゴマーク使用

●金融支援（日本政策金融公庫低利融資） ●金融支援（信用保証枠の拡大）

事業継続力強化計画認定のメリット～国の支援策～



事業継続力強化計画

事業継続力強化計画の作成について

Step１ 事業継続力強化の目的の検討

認定申請書 「自社の企業活動の概要」「事業継続力強化に取り組む目的」

⇒なぜ防災に取り組む必要があるのかの意思表明

事業継続力強化計画には、
主に以下の５つのStepを通じて作成

Step２ 災害のリスクの確認・認識

認定申請書 「事業活動に影響を与える自然災害等の想定」

「自然災害等の発生が事業活動に与える影響」

⇒ハザードマップを確認、最悪の事態が発生したら人・物・カネ・情報でどんな影響がでるか書き出す

Step３ 初動対応の検討

認定申請書 「（１）自然災害等が発生した場合における対応手順」

⇒災害が発生した後、人命を守り、自社の被害状況を確認し、復旧の目途を社外に知らせるまで

Step４ 人、物、カネ、情報への対応

認定申請書「（２）事業継続力強化に資する対策及び取組」

⇒Step２で確認した災害時に発生する人・物・カネ・情報への影響を防ぐための対応策

Step５ 平時の推進体制

認定申請書「（５）平時の推進体制の整備、訓練及び教育の実施

その他の事業継続力強化の実効性を確保するための取組

⇒平時に誰をリーダーとして取り組むか、年1回以上の訓練、年1回以上の計画見直し

計画策定の手引きも公表。
取組事例を豊富に掲載。
１から計画を練るのではなく、
事例から自社で取り組めるもの
を選択して計画を策定できる。



事業継続力強化計画申請書様式（表紙を除いて４頁）

人

モノ

カネ

情報

1 2
10

Step１
事業継続力強化の目的の検討

Step２
災害リスクの確認・認識

Step３
初動対応の検討

Step４
人・モノ・カネ・情報への対応



事業継続力強化計画申請書様式

※事業継続力強化計画は電子申請での受付です！

https://www.keizokuryoku.go.jp/3

4

資金調達の方法
（カネ）

※記載なしでもOK

導入設備の内容
（モノ）

※記載なしでもOK

※実施は３年以内

協力する団体一覧
※記載なしでもOK

Step５
平時の推進体制



事業継続力強化計画には型が2種類

単独型

連携型

自社のみで申請を行う
✓ 今まで防災減災の取組をやったことが無い企業の方の第一歩として
✓ まずは自社の体制を固めたい企業の方へ

２社以上で連携体として申請を行う
✓ 組合やサプライチェーン上の関係企業などがある方へおすすめ
✓ 特に災害時有効
✓ 自社でBCP等策定できている場合のステップアップとしても

水平連携 同業の組合等の会員企業で構成

垂直連携 サプライチェーンにおける関係企業で構成

面的連携 工業団地や商店街、卸団地等の地縁的な関係を有する企業で構成

連携型では
「大企業枠」として

中小企業以外でも計画に
参加可能！

※ただし税制優遇措置等は対象外

具体的な取組例として・・・・
・連携する企業の地域ごとにエリアリーダーを決めて被害情報の収集・共有を行う体制づくり
・連携する企業同士で災害発生時に人員や物資を融通する協定づくり



中小企業全体が防災・減災対策に取り組むメリット

防災対策が講じられていることは、取引先の信用獲得に繋がる。

事業継続力強化計画では計画策定の際、災害が発生したと仮定して人・物・カネ・情報の観点で自
社がどのような影響を受けるか分析し、計画を立てる。災害時に影響を受ける点は平時から企業の弱
みである点も多く、対策を講じることで社外からの評価が高まった、生産性が上がったという生声も
ある。

災害等の非常事態に対する意識が変わりました。仕方がないで
済ますのではなく、防災・減災につながる準備の必要性を認識し
ました。計画を策定したことで、自社がどのような災害リスクと隣り
合わせなのかを考えることが、結果として生産性の向上や働き方
改革といった会社全体の足りていない点に気づくきっかけにもな
りました。

社内外からの評価が高まったと感じます。名刺にロゴマークを入
れていますが、関連会社の方から当社の取組を評価して頂きまし
た。社内では認定を契機に計画したことはやるぞと意識が高まり、
安否確認システムを導入できました。これを用いて定期的に訓練
を行うようになりました。今は計画の特徴である中国（大連市）
子会社との人員交流、代替生産など、計画の実効性を高めるた
め継続的に打ち合わせを進めています。実は令和2年10月に
BCPの策定も完了しました。感染症対策も含めて策定ができまし
た。

儲かる
BCP！?



関東経済産業局HPでは事業継続力強化計画のモデル事例を公表中！
「関東経済産業局 事業継続力強化計画」で検索！

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/chus
hokigyo/kyojinka/keizokuryoku_kyoka.html

単独型 株式会社ホテル松本楼 連携型 株式会社タマネツ
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事業継続力強化計画の申請に当たっては
電子申請システムをご利用ください。

※令和4年4月より単独型の申請方法は電子申請に統一されます

https://www.keizokuryoku.go.jp/

マニュアルがあるので
簡単に操作可能！

認定書がシステム上で
ダウンロード可能！
手元に届くのが早い！

※利用にはgBizIDアカウントが必要となります

https://www.keizokuryoku.go.jp/


予算支援①：制度に関するお問合せ先

事業名 担当課室 電話番号

事業継続力強化計画 中小企業課 048‐600‐0394
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